






























































































































ぐる大統領の承認に対する司法権が争われたWilliams v. Suffolk Ins. Co., 38 
U.S. 415 （1839），大統領によるソヴィエト政府の承認に対する州の権限が争
われた United States v. Belmont, 301 U.S. 324 （1937），大統領によるキューバ
政府の承認に対する司法権が争われた Banco Nacional de Cuba v. Sabbatino, 
376 U.S. 398 （1964），大統領による中華民国政府の承認に対する司法権が争


































































































（ 3）　Jochen A. Frowein, Non─Recognition, in 7 MAX PLANCK ENCYCLOPEDIA OF 







































































































（ 8）　国家責任条文第 4条 1。「いかなる国の機関の行為も，当該機関が立法，
行政，司法その他いずれの任務を遂行するものであるか…を問わず，国際法
上当該国の行為とみなされる。」
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為は，①その意図が明確でなければならず（Scalia裁判官，Roberts首席裁判
官）かつ②その意図を相手方が認識できる方法で伝達されなければならない
（Thomas裁判官）のである。本件では，外交関係権限法第214条（d）はいず
れの要件も充足しておらず，国際法上，承認行為を構成しないと考えられるた
め，憲法上も大統領の排他的な承認権限に反していないと考えることができる。
　なお，この点に関しては，我が国裁判所による「土地建物明渡請求事件（光
華寮事件）」が関連する。本件は，中華民国政府が購入した光華寮を占拠して
いた元寮生の立退を請求して，1962年に中華民国政府が京都地方裁判所に提訴
した事件である。ところが，訴訟継続中の1972年に「日中共同声明」の下で我
が国は中華人民共和国を「中国唯一の合法政府」として承認したため，承認の
取消を受けた中華民国政府に我が国裁判所における訴訟当事者能力を認容すべ
きかが問題となった。中華人民共和国政府から抗議がなされていたにもかかわ
らず，下級審はいずれも中華民国政府に訴訟当事者能力を与えたが，裁判所の
当該行為は黙示の政府承認を意味するものと解されていない。このように未承
認国家（政府）を取り扱うすべての国家行為が黙示的承認を構成するわけでは
ない。黙示的承認を構成する国家行為となるためには，①明確な承認の意図と
②当該意図の相手方が認識できる方法による伝達が必要とされると考えられる。
 （広見正行）
